


















































































































































 厚生労働省の「保育所等関連状況取りまとめ（平成 29 年 4 月 1 日）」によると、全国の







成 27 年から待機児童は増加し続けている。 
 
４ 仙台市における待機児童の状況 
 宮城県の公式サイトの発表によると、宮城県の待機児童数は 2018 年 4 月 1 日現在で 475
人となり、昨年度から 83 人減少した。仙台市の待機児童数も平成 20 年をピークに減少傾
向にあり、平成 30 年には 138 人で初めて 100 人台となった。しかし、仙台市が公表してい
る「保育施設等入所状況一覧」では待機児童とは別に保育施設ごとに「入所希望数」が計上





















         
表 1 宮城県公表の仙台市の待機児童数   表 2 仙台市公表の入所待ち児童数 





































































































































































































 厚生労働省によると、2017 年 10 月現在、全国で保育所に入りたくても入ることのできな
い待機児童は 55,433 人発生している。しかもそれは東京都内や仙台市、大阪市、岡山市な
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1 アクセシビリティ測定  
分析には、0～5 歳児の居住地と人口のデータと、保育所の所在地と定員のデータが必要






図１は、実際に作成した、仙台市における 0～5 歳児人口分布である。国勢調査の 500m
メッシュ統計では 0～5 歳児人口データは公表されていないが、小地域ごとの 0～5 歳児人
口の割合をもとにして、100m メッシュの 0～5 歳児人口分布を作成する。GIS 上で小地域
単位の 0～5 歳児人口と 500m メッシュの境界データを重ね、500m メッシュ単位での 0～5
歳児人口を表示する。その後、100m メッシュの境界データを 500m メッシュに重ねて等分
し、100m メッシュ単位の 0～5 歳児人口データを作る。アクセシビリティを測る際には、
そこに、保育所需要率をかけた値をサービスの需要数として利用する。 
 
       図１ 0～5 歳児分布（100m メッシュ） 
 
保育所の需要率(r)は、仙台市全体で一定とした。仙台市全体の平成 27 年における保育所












 第 1 優先：徒歩圏内かつ兄弟が同学校に通っている 
 第 2 優先：兄弟が同学校に通っている 
 第 3 優先：徒歩圏内 
  第 4 優先：上記のいずれにも該当しない 





































小規模保育事業等への割り当てを、認可保育所の後にする理由は、平成 27 年 10 月現在で
仙台市内に発生した待機児童のうち、小規模保育事業等の利用を希望していた児童が、認可
保育所を希望していた児童に比べ、極端に少ないことによる（小規模保育事業等の待機児童
は 1 施設で最大 7 人、認可保育所では最大 33 人）。 
 
    















    
Ai＝需要者数 i／定員 i      （1） 
 需要者数 i＝実際に保育所 i に割り当てられた児童数＋割り当てられなかった児童のうち、 



















べてにおいて有意水準 1％で有意となり、通園限界距離が 2500m になったとき相関係数が
最も高くなった（表 4）。このことから、通園の限界距離が 2500ｍのとき、最も現実に近い
結果になると考えた。2500ｍを仮定した場合に、アクセシビリティ（A）の値で上位 5 か所
と下位 5 か所となる認可保育所を表 5 で示した。また、相関係数以外のそれぞれのパター








表 5 2500m の場合で保育所ごとのアクセシビリティ（A）上位５、下位 5 
 
























 （注 2）0～5 歳児がいる居住地の総地点数は、12893 地点。 





a) 通園限界距離 なし 
 
なし 3㎞ 2.5km 2.0km 1.5km
待機児童数（通園限界距離以内） 1619 2352 2300 2340 2323
待機児童数（潜在的含む） 1619 2362 2404 2634 2846
待機率（待機児童数／需要数） 0.096 0.141 0.143 0.157 0.173
アクセシビリティ（A)が1未満の保
育施設数
0 62 63 65 66
アクセシビリティ（A)が1以上の保
育施設数
155 77 71 71 71
待機児童の発生地点数 1134 2230 2323 2634 2899
通園距離の平均値（m） 1143.2 671.6 629 567 525.8




b) 通園限界距離 3000m 
 
 
c) 通園限界距離 2500m 
 








 待機児童数は 1663 人となり、需要総数が約 16789 人と推定されるうちの、約 9.9％であ
る。実際、同じ時期の仙台市における待機児童数は 1460 人で、入所児童数と待機児童数を






 アクセシビリティ（A）の値が 1 より大きくなり、定員に対して超過需要となる認可保育









 図５ 待機児童の発生地点と認可保育所の分布 
 
1-2 通園の限界距離が 2500m   
 待機児童数は 2404 人となり、推定される需要総数のうち、約 14.3％になる。実際の待機













66 施設で全 152 施設のうち約 43.4％である。通園の距離制限がない場合に比べ、遠方の施
設に割り当てない児童数が増えるため、近隣の保育所への需要が増え、アクセシビリティ
（A）が 1 より大きくなる施設の割合が増える。 
 通園の限界距離を 2500m としたとき、第一希望の保育所ですでに限界距離を超えている
地点は 485 地点 105 人であり、待機児童 2404 人のうちの約 4.4％である。仙台市の人口集
中地区以外の広範囲に及び、人口が密集する地区の中心地である仙台駅から少なくとも 10
㎞以上離れた住宅地である。こうした地点のうち、通園距離が 2.5 ㎞を超えているものの、










  （注）「通園距離」とは、待機児童が第一希望に挙げる認可保育所まで通園する場合に 
かかる距離のこと。 
    図６ 待機児童の発生地点と認可保育所の分布（通園限界距離 2500m） 
     















  表 7 通園距離 1000m 以内の地点数と全地点の通園平均距離 
 
2-1 通園の限界距離を設けない場合 
 通園距離の平均は約 1143m である。割り当て可能な地点数は 11837 地点となり、3 ㎞ま
でにその約 90.3％を割り当てられる。通園距離の最大値は 13.395 ㎞で、10 ㎞以上になるの
通園距離1000m以内
通園限界距離 地点数 累積 通園平均距離
制限なし 9009 76.11% 約1143m
3000m 9429 82.45% 約672m
2500m 9413 83.75% 約629m
2000m 9415 86.45% 約567m
1500m 9502 89.61% 約526m
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は、123 地点で全体の約 1.03％である。一方、1 ㎞以内で通園できるのは 9009 地点で、全
体の約 76.1％に達する。今回の分析で実測値に最も近いとして通園の限界距離 2500ｍを仮




2-2 通園の限界距離が 2500m 
 通園距離の平均は約 629m である。割り当て可能な地点は 11240 地点となり、限界距離
を設定しない場合より 597 地点少ない。そのうちの、約 92.6％の 10411 地点が 1500m ま
でに割り当てられる。1 ㎞以内で通園できるのは 9413 地点で、約 83.7％である。 
  
 





    （b）通園限界距離 3000m 
 
 





      （d）通園限界距離 2000m 
 
 














ので、アクセシビリティ（A）の値が 1 未満になり、定員割れする保育施設が多くなる。 
 
(a) 通園限界距離 なし 
 
 









(d) 通園限界距離 2000ｍ 
 
 





    
4 アクセシビリティ（A）が 0 の場合 
 通園の限界距離が設定されると、アクセシビリティ（A）が 0 になる施設が出てくる。通
園の限界距離が 2.5 ㎞と 3 ㎞のとき、0 になる小規模保育事業等の施設が 5 か所ある。どち
らの場合でも、さくらんぼ保育園、ぼだい保育園、栗生ひよこ園、ぴっころきっず中野栄、
立華認定こども園の 5 施設である。そのうち、4 施設が宮城野区の JR 仙石線中野栄駅周辺
の一部に集中している（図 10）。この 4 施設周辺の認可保育所でも、アクセシビリティ（A）
の値が１より大きくなることはなく、1 未満で定員に余裕のある施設が多い。しかし実際の





























































と、平成 27 年 10 月現在で、仙台市内のすべての認可保育施設の定員を合わせた人数（保
育ママも含む）15,565 人に対し、顕在化している保育所需要は 17,551 人（入所児童+待機
児童数）で、すべての保育施設が定員いっぱいまで児童を受け入れられたとしても、待機児
童が発生してしまう。また、厚生労働省の「保育所等関連状況取りまとめ（平成 28 年 4 月
1 日）」から、東京都では定員 230,935 人に対し需要が 233,344 人、大阪府では定員 65,266












ータは、平成 27 年の国勢調査と、平成 27 年 10 月現在で仙台市から公表されている各保育
所の所在地と定員である。アクセシビリティ分析の方法に従って、保育所に入所希望する 0
～5 歳児の人口分布を 100m メッシュで作成する。その後、割り当ての方法で児童を保育所
に割り当てていき、待機児童の発生地点とその人数を明らかにしていく。通園の限界距離を
変化させることで待機児童の発生地点や人数が変わるが、前章で、通園の限界距離を 1500m
から 500m ずつ変化させていき、2500m が最も現実に近い結果であると明らかになったの





      
図１ 通園限界距離 2500m のときの待機児童分布と新たな認可保育所、認可外保育所 
 
２立地・配分モデルを利用した立地点の特定 
 保育所を新設する候補地点を、500m メッシュの重心とし、500m メッシュの重心を代表
点として待機児童数を示す（図２）。その場合、新規立地の候補地点は仙台市全体で 441 点
となる。以下の最大被覆モデルを利用して、新規立地点を決めていく。 
    MaxZ =ΣiwiVi                      （1） 
       ｛Yj｝ 
制約条件  
    ΣjaijYj-Vi≧0                       （2） 
    ΣjYj＝１                          
        Vi∈（0，1）                                              
    Yj∈（0，1） 
    aij=1 if dij≦R 
    aij=0 if dij>R 
wi=居住地 i の入所希望人数（0～5 歳児人口×需要率） 
Vi=居住地 i が被覆されたとき 1、されないとき 0 を取る 0－1 変数 
Yj=立地点 j に保育所が立地されたとき１、されないとき 0 を取る 0－1 変数 
R＝通園距離 2500m 
aij=居住地 i から立地点 j までの距離が指定された距離 R より短ければ 1、長ければ 0 とな





最も多くなるように立地点を決定することを表し、(2)は、居住地 i から通園距離 2500m 以
内で立地点 j に施設が立地されない場合、居住地 i は被覆されないことを表す。今回は、通
園の限界距離を 2500m と仮定しているので、R=2500m になっている。 
 また、複数の立地は以下の手順で 1 施設ずつ逐次決定していく。 
1)上記のモデルに従って、立地点を 1 点決める。 
2)１)で決まった場所に立地した新たな施設に、500m メッシュで分布した待機児童を
距離の近い順に割り当てていく。そのとき、施設の定員を 90 人とし、90 人まで割り
当てるか、通園の限界距離である 2500m に達するまで割り当てる。 
   3)割り当てが終わったら残りの待機児童を割り当てるため、1)に戻る。 
 
 
図２ 500m メッシュの重心に集約した待機児童分布 
 
以上の方法で、1 施設ずつ立地場所を決めていき、入所児童数が 60 人未満になったところ

































 新設された施設は 25 施設であり、20 施設までは定員の 90 人まで児童を割り当てたが、
それ以降は通園距離が 2500m を超えるため定員を割り込む。90 人未満になる保育所の 5 か
所は住宅地周辺にあるため、その場所を職場とする人が遠方から希望することは考えにく
い。区ごと、小地域ごとにどれくらい入所児童が増えるかは表１のとおりである。 
 25 施設の増加によって割り当てが可能になる児童は 2167 人である。増加する入所児童


















 今回の分析では、通園の限界距離である 2500m 以内で需要が集まりやすい順番に立地を
考えていったが、その場合、過疎地に居住している児童は通園に不利になる。前章でアクセ
シビリティを測定した際に、割り当てで不利になる児童は主に以下の 2 つの場合があった。 
１）最も近い認可保育所が 2500m 以上の距離にあり、かつ定員に空きがない  








    図３ 保育所の新規立地（25 施設） 














 表１ 区・小地域ごとの定員増 
 
3 立地の順番 
3-1 増設が 5 施設のとき 
 保育所が増える順番は、5 番までは図 のようになり、仙台駅東口側の地域に 3 施設（小
田原と幸町）、泉区（実沢と南中山）の住宅地に 2 施設である。5 施設の入所児童は、すべ
て定員いっぱいまでの 90 人である。どの地域も人口密度が高い住宅地である。 
       
区 小地域 入所児童数 立地の順番
青葉区 台原２丁目 90 7
青葉区 中山７丁目 90 8
青葉区 芋沢 90 11
青葉区 小松島４丁目 90 12
青葉区 中央４丁目 90 14
青葉区 芋沢 90 18
青葉区 中山台４丁目 90 19
青葉区 集計 630
宮城野区 小田原３丁目 90 1
宮城野区 小田原大行院丁 90 3
宮城野区 幸町２丁目 90 4
宮城野区 岩切字水分 90 10
宮城野区 燕沢１丁目 90 17
宮城野区 岩切字水分 84 21
宮城野区 集計 534
若林区 木ノ下３丁目 60 25
若林区 集計 60
太白区 泉崎２丁目 90 9
太白区 東郡山１丁目 90 13
太白区 長町 73 23
太白区 東大野田 72 24
太白区 集計 325
泉区 実沢 90 2
泉区 南中山２丁目 90 5
泉区 北中山２丁目 90 6
泉区 寺岡２丁目 90 15
泉区 七北田 90 16
泉区 加茂２丁目 90 20






図５ 新規立地 1～5 施設 
   数字は立地の順番 
 
3-2 さらに 10 施設まで増設するとき 
 5 施設立地したあと、残りの待機児童からさらに 5 施設増設させると、図 のようにな
る。6 番目の施設までは泉区の住宅地（北中山）にあるが、その後はさきほど立地されなか
った青葉区に 2 施設、宮城野区と太白区に 1 施設ずつ設置される。この時点で、入所でき
る需要数は、青葉区で 180 人、宮城野区で 360 人、若林区で 0 人、太白区で 90 人、泉区で
270 人である。 
  
   図６ 新規立地 10 施設 
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3-3 増設が 20 施設のとき 
 20 施設まで増設すると、11 施設目から、青葉区に 5 施設（芋沢、中山台といった仙台駅
から離れた住宅地に 3 施設、仙台駅近くの住宅地である小松島に 1 施設、仙台駅前の中央 4
丁目に 1 施設）増え、泉区に 3 施設（寺岡、七北田、加茂）が点在し、宮城野区に 1 施設
（燕沢）、太白区で 1 施設（東郡山）増える。この時点でもすべての施設が 90 人を受容し、
入所できる人数が青葉区で 630 人、宮城野区で 450 人、若林区で 0 人、太白区で 180 人、
泉区で 540 人増加する。 
 
  図７ 新規立地 20 施設 
 
3-4 増設が 25 施設のとき 
 21 番目の施設からは通園の限界距離である 2500m 以内で施設が受容できる人数が 90 人
未満となる。21 番目から順に、84 人、78 人、73 人、72 人、60 人である。立地するのは、
宮城野区 1 施設（21 番目、岩切駅付近）、若林区 1 施設（25 番目、木ノ下）、太白区 2 施設




     図８ 新規立地 25 施設 
 
３ 新規立地によって新たに入所できる児童分布 



















































































  表 1 最小二乗法による分析結果 
 
***＝1％有意 




















a)実際に待機児童がいる保育施設         b)理論値で待機児童がいる保育施設
図 1 待機児童のいる保育施設 
 





被説明変数 説明変数 係数 t値
待機児童数（実測値） 待機児童数（理論値） 0.06 *** 4.083
修正済みR² 0.072
被説明変数 説明変数 係数 z値
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